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研究成果の概要： 
中華民国時期の民刑事法の立法過程に関する研究のための基盤整備として、国内に所蔵され

る関係文献について「日本現存近代中国法制関連書目データベース」を作成し、その書誌情報・
所蔵状況を明らかにし、関連文献の収集及び図書館への整備を行った。また背景として当時活
躍した日本人法律顧問の情報を整理し、最も史料が豊富に残る中華民国民法親属・継承法の立
法過程につきフランス人顧問の欧文史料をも活用して論文を執筆した。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007年度 1,400,000 0 1,400,000 
 2008年度 500,000 150,000 650,000 

年度  
年度  
年度  

総 計 1,900,000 150,000 2,050,000 
 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：法学・基礎法学 
キーワード：法制史・中国法・東洋法制史・比較法・文化交流史 
 
１．研究開始当初の背景 
中国法制史の研究状況を解説した滋賀秀

三編『中国法制史 基本資料の研究』（東京
大学出版会・1993）が、ほぼすべての時代を
網羅しながら清末および渡台前中華民国法
制の解説を欠くことに見られるように、本研
究の扱う中華民国時期は長らく当該分野で
の研究の空白地帯となっていた。先行研究に
よって大枠は明らかにされたが、基本情報の
整理はなお十全ではなく、法典編纂過程の具
体的な議論状況に関する本格的な研究は未
だ行われていなかった。唯一の例外が小野和

子『五四時期家族論の背景』（京都大学人文
科学研究所共同研究報告・五四運動の研究・
第五函 15・同朋舎・1992）であるが、この
研究成果を継承・発展させる試みは現在日本
国内に於いてはほぼ絶無といえる。他方中国
では近年の盛んな立法活動、また台湾では基
本的法典の相次ぐ大改正の中で本研究の扱
う時期の法制史は非常に注目を集めている
が、網羅的な史料収集の上での厳密な分析を
欠き、その整理もままならないまま新たな混
乱が引き起こされている。 
 しかし中華民国時期法制は現行台湾法の



直接の淵源をなし、また現在立法活動が進む
中華人民共和国において現行台湾法が参照
されることから、現代中国法とも直接の緊張
関係に立つ。勿論幾多の改正を経ていること
から、現行台湾法は当初の姿ではないにせよ
現在に至る各段階に於いて何が彼らの関心
となり、何がどこまで議論され、最終的に立
法としてどのような決断が下されたのか、そ
の試行錯誤の過程を厳密に批判しておかな
い限り、現行中国法を検討する際の前提を認
識することはできないといえる。 
 また同時代の中華民国立法は当時の比較
法の粋を集めたものであり、それに直接の影
響を与えたのは日本法であった。同時期の日
本人法律顧問の存在やその他日本人学者の
多様な中国との関わりは、それ自体日本法制
史の一コマとしても非常に重要な問題を提
起するにも係わらず、十分な研究はなされて
いない。同様に活躍したフランス人法律顧問
（G. Padouxや J. Escarra）についても、そ
の立法との緊張関係が十全に分析されては
いない。中国法へのフランス法・日本法の影
響という、比較法史的にも大変魅力的な素材
が分析を放置されているのである。 
 こうした状況の一つの理由は、同時代の史
料の検索・収集の不十分さに求められる。日
本国内における史料の所蔵状況についての
基礎調査も行われず、中国大陸や台湾におい
ても、諸事情から基礎研究が放置されてきた。
またこれまでの研究が欧米語史料の発掘に
力を入れなかったことも問題であった。 
 
 
２．研究の目的 
本研究は１に述べた状況に鑑み、着実かつ

精確な基礎史料情報の整理をもとに、現代中
国・台湾法制の抱える重要な諸前提の一つで
ある中華民国法制の立法過程における議論
状況を明らかにし、研究史上の一大空白を埋
めるとともに、翻って現在の中国・台湾法制
分析の新たな視角を獲得することを目的と
する。本研究は日本法制史学や比較法学は勿
論、中国近代史学へも新たな問題を提起し、
また外国の学界（特に中国・台湾）へ向けて
も情報を発信することをも目途とする。 
 
(1)基礎学術情報の整理と提供 
 日本国内における民国時期法律関係書籍
の所蔵状況を調査し、効率的な史料収集に資
するとともに海外での史料調査を円滑に行
うための基盤を整備し、この上で、国内所蔵
のない史料、および欧米語文献史料について
鋭意収集し、これを研究の重要な基本史料と
するとともに、広く日本国内の研究者へ新た
な史料と問題を提起することを目的とする。 
 
(2)近代法制史上の諸問題の分析 

 ①立法過程における論争・議論過程の再現
―立法史に関する問題への展望を得ること 
 中華民国時期の立法過程についての情報
をさらに精確に整理し、特に過去明らかにさ
れてこなかった起草過程での議論状況まで
降りた論争状況の再現を行うことによって、
研究の進展をはかることを目的とする。研究
代表者は本研究の準備作業に於いて各段階
の草案のテキスト、立法者の回顧や草案解説
についてもそのいくつかを入手しており、こ
れら新出史料をもとにその状況を整理する。 
 ②慣習調査と立法の関係―法源論に関す
る問題への展望を得ること 
 中国法制史の基礎史料である『民商事習慣
調査報告録』については、同調査がどの程度
まで立法に反映したのかをめぐり議論があ
るが、研究代表者が既に入手している当時の
フランス人法律顧問 J.Escarraの起草報告書
の分析から相当の範囲で慣習調査と立法の
緊張関係を明らかにし、研究の深化を図るこ
とを目的とする。 
③中国法と日本法、フランス法等との影響
関係―比較法に関する問題への展望を得る
こと 
 中華民国立法における日本法の影響を確
認するとともに、当時の日本法学における
「中国」という要素の再定位を試みる。また
特に旧来ほとんど知られなかった欧米語文
献史料を精力的に発掘・利用する。欧米語史
料には当時の中国人が母国語ではない欧米
語を用いて記した史料も多数存在する。研究
代表者はその中でも立法者による起草説明
や回顧録など立法過程の解明にとり最重要
の史料を複数発掘しており、その整理によっ
て旧来の文献では明らかにされなかった中
華民国立法の議論過程とそこにおける外国
法の影響関係を整理することを目的とした
い。分野としては主に家族法、刑法分野に史
料が集中しているため、同分野の解明がまず
行われるが、史料の発掘状況に従い他の立法
分野についても分析を追加的に行う。 
④現行台湾法・中国法との関係―現代法に
関する問題への展望を得ること 
 現在改正作業が進む現行台湾法では、その
議事録が公開されており、議論過程を詳細に
窺うことが可能である。また中国でも、起草
草案が逐次刊行されるなどの情報公開が進
んでおり、こうした当事者たちの議論と、そ
の前提たる中華民国立法における議論を対
照させることで、現在の中国・台湾法制を考
える際の視点を獲得し、また「日本における
中国法研究」として、現地当事者とは異なる
視点を提供することを目的とする。 
 
 
 
 



３．研究の方法 
(1)日本現存近代中国法制関連書目データベ
ースの作成 
本研究の基盤情報を提供する同データベ
ースの作成について研究代表者は、既存書目
（例えば『現代中国関係中国語文献総合目
録』（アジア経済研究所・1967）など）から
のカード化作業をすでに終え、基本的にはそ
の所蔵調査とデータベース化作業を残すの
みとなっていたが、このうち前者については
研究代表者が所属する大学図書館を通じて
の文献情報照会、後者については大学院生等
のアルバイトを用いてのデータ入力によっ
てデータベースを完成する。またデータベー
ス化により、その後の調査によって判明した
文献の追加なども容易に行えるようになる。
この整理を行い日本国内の「持てる宝」につ
いての基礎情報を得た上でそこに足りない
ものを海外で収集することにより、効率的な
史料の収集を行うことが可能となる。 
 

(2)国内での文献・史料調査 
 上記データベース作成の補完調査として、
国内の大学図書館等で比較的多数の民国期
法律関係書籍を所蔵する箇所について実地
調査を行う。この結果をデータベースに反映
させるとともに、研究に必要な史料の複写も
行う。具体的な訪問先としては東京方面では
東京大学、東洋文庫、一橋大学、慶応大学、
早稲田大学等、京都方面では滋賀大学、京都
大学、これ以外に研究代表者所属の大学図書
館を通じて、各機関への所蔵情報照会という
形でも補助的な調査を行う。 
また民国立法の基本史料である『司法公
報』を購入し、その記載情報の整理を行う。
同公報は近代中国法制史の基本史料の一つ
であり、研究代表者が分析対象とする各史料
を批判的に検討するための基本ツールでも
ある。しかしながら、同史料は東京大学東洋
文化研究所に所蔵があるものの、本研究遂行
期間中は耐震補強工事のため事実上閲覧不
能の状態にあり、また長期相互貸借も不可能
であるため、購入して整理を行う。また同時
期の法学雑誌の双璧とも称される『法律評
論』『法学研究』については、前者は国内所
蔵にて（所蔵先確認済）、後者は国内所蔵と
上海図書館等を合わせることによって、その
情報を整理する。 
 

(3)海外での文献・史料調査 
 上記データベースによる基本情報と照合
し、日本に所蔵されない書籍や、現地史料館
でしか閲覧できない史料の閲覧・複写を行う。
台湾については、台湾故宮博物院文書館、国
家図書館、中央図書館台湾分館、台湾大学図
書館（特に法学部図書館）、政治大学図書館
などにおいて関連する文献の収集を行う。こ

れらの諸機関は研究代表者が留学以来幾度
も足を運んで基礎的な所蔵調査を済ませて
おり、効率的な文献収集が可能である。また
中国については上海図書館・国家図書館を中
心に文献の収集を行う（収集すべき文献につ
いては国家図書館編『民国時期総書目 法
律』（書目文献出版社・1990）などですでに
リストアップ済）。また研究代表者の留学先
であった社会科学院法学研究所においても
収集を行う。 
 中華人民共和国における現在の論文につ
いては CNKI などのデータベースが発達して
おり、ここ１０年内程度に発表された論文に
関しては（相応の経費がかかるものの）日本
に居ながらにして閲覧・複写が可能であるが、
研究代表者が利用する史料はいずれもこう
したデータベースに搭載されているもので
はなく、また日本の大学との相互利用などの
条件も整えられていない状況では、現地に渡
航して閲覧・複写する他なく、これらについ
ては上記の歴史史料の収集に合わせて行う
こととする。勿論、CNKI などデータベースを
通じて入手が可能なものについてはそれを
活用し、なるべく現地での負担を減らす。 
 
(4)欧文文献の収集 
 本研究の特色のひとつとして掲げた欧米
における中国研究の文献を網羅的に収集す
るにあたり、研究代表者の所属する大学のシ
ステムでは、経費を有する教員でないかぎり
こうした海外の図書館からの文献複写が申
請できないため、その経費として科学研究費
を生かす。同史料は教材として教育にも還元
される。収集した文献については別途リスト
を作成し、研究者の便に供することとする。
現在のところ近代において発表された欧米
語による中国法制関係の論文文献目録につ
いては複数点の目録からこれを調査してい
るが、こうしたレファレンスについても順次
調査を進める。 
 
(5)研究論文の執筆 
 以上の作業によって日本・中国（含む台
湾）・欧米各国文献に渉り、先行研究を凌駕
する網羅性のもとに収集された関係史料を
分析し、研究基盤を成す情報群についてこれ
を整理し、中華民国民刑事法制についてその
上澄みだけ・結果だけを掬い取るのではなく、
その立法過程における議論を可能な限り詳
細に復元し、一体何をどこまで議論した上で
その結果に辿りついたのかを重点的に明ら
かにする事によって、中華民国法制の持つ意
味をより深く認識するとともに、現在の我々
にとって有用な議論の端緒をそこから引き
出し、隣接分野へも紹介してさらなる議論を
引き起こすことを目標とする。 
 



 
 
４．研究成果 
(1) 日本現存近代中国法制関連書目データ
ベース 
（ http://www.terada.law.kyoto-u.ac.jp/n
ishi/index.htm）の作製 
 既存書目からのカード化によって研究代
表者が得ていた近代中国法制関連書籍の所
蔵情報につき、東京大学（附属図書館・法学
部図書館）・早稲田大学（中央図書館）・慶應
義塾大学（三田メディアセンター）・一橋大
学（経済研究所図書館）・京都大学（法学部・
経済学部・人文科学研究所・漢字情報センタ
ー図書館）の各図書館及び国立国会図書館に
実際に赴いて所蔵状況調査を行い、その他の
機関（東洋文庫・山口大学東亜経済研究所図
書館・愛知大学図書館等）についても目録等
での所蔵状況確認作業を行った。その結果を
学生アルバイトに依頼してパソコンへ入
力・修正し、計 755 件に上る関係書籍の情報
を「日本現存近代中国法制関連書目データベ
ース」として京都大学大学院法学研究科寺田
浩明教授のご助力を得て 2008 年 11 月 26 日
に公開した。ＯＰＡＣでの遡及入力が追いつ
いていない多くの中国語書籍についての新
情報を学界へと提供する事ができ、中国・台
湾からも一定の反響を得た。「宝の持ち腐れ」
の状況にあったこうした基本史料に光を当
てることで、基礎史料の検索に関しては相当
の前進がもたらされたものと信ずる。このデ
ータベースは、法制史学のみならず、社会経
済史学等隣接の中国近代史学全体へも相応
の史料情報上の貢献をなすものといって過
言ではないと自負している。 
 
(2)研究基盤史料の整備 
中華民国時期の根本史料である『司法公

報』マイクロフィルムを購入しその書誌情報
の整理を終え、同時期の主要な法学関係雑誌
である『法律評論』『法学研究』については
上海図書館に赴いて閲覧・複写により全収録
論文の目次情報を得るとともに関連論文の
収集を行った。関連の欧文文献のリスト（部
分）についても整理作業を終えた。以上の作
業は中国近代法史研究の基礎データの整備
という確固たる研究基盤を提供するもので
ある。 
中華民国時期法制を継承する台湾におい

て関連書籍の収集を行い、特に台湾現行法か
ら中華民国期法制を見るという視座を導入
した。さらに中華人民共和国において関連書
籍の収集を行ない、日本語による関連書籍と
合わせて中国近代法史・現代法の研究基盤の
整備を進めた。これによって中国・台湾法に
関する基礎史料の不足という状況にあった
西日本地区の史料状況は幾分改善された。 

 またこれら史料が日本国内に整備される
ことで利用する研究者がその都度中国へと
渡航するコストが省かれ、学界全体としての
研究コストの削減に繋がることが期待され
る。今後も継続的にこれら近代中国法制関連
の基本史料が整備されていく流れが途絶え
ないようにしなければならない。 
 
(3)研究成果の公表 
①論文「清末民国時期法制関係日本人顧問に
関する基礎情報」 
 清末民国時期の諸立法を支えた日本人法
律顧問についてはこれまでも多くの研究が
これを扱ってきたが、それらの人物について
その経歴を一同にかつ詳細に紹介したもの
はこれまでなく、他方で海外特に中国・台湾
地区に於いてこれら人物像に関する問い合
わせが殺到している状況であった。日本人に
関する情報はやはり日本側において十全な
研究を行い公開する事が国際交流の第一歩
であり、またこうした法律顧問らをめぐる情
報は、本研究が扱う時代を考える上で不可欠
の前提でもあった。そこで本論文を執筆し、
法律顧問として先行研究が扱ってきた 46 名
の人物について関連情報を整理し解説を加
えた。これによって旧来各所に散在していた
情報を集約し、研究基盤の一つを整備するこ
とができた。 
 
②論文「中華民国民法親属継承編起草作業と
慣習調査―Escarra 報告書を手がかりに」 
 中華民国民法については、大清民律草案
（清末・宣統三（1911）年完成、総則・債権・
物権を日本人顧問松岡義正、親属編を章宗
元・朱獻文、継承編を高种・陳籙が起草）、
民律第二次草案（民国 14・15（1925,26）年
完成、総則を余棨昌、債編を應時・梁敬錞、
物権編を黄右昌、親属・継承の両編を高种が
起草）、親属法・継承法草案（民国 17（1928）
年完成、前者を燕樹棠、後者を羅鼎が起草）
を経て中華民国民法（民国 18,19（1929,30） 
年完成、傅秉常・焦易堂・史尚寛・王用賓・
鄭毓秀が起草）へと結実したことが知られて
いる。しかしながらこれらの起草過程におい
てどのような議論が行われたのかという問
題については、それを窺えるような史料（議
事録等）がこれまで知られなかったため、そ
の復元が不可能なままとなっていた。 
 本研究ではこの起草作業に法律顧問とい
う立場から参加していた J.Escarraの残した
報告書、及び彼自身が残した論文（主として
仏語）を発掘・収集し、そこに画かれる起草
過程での議論を復元した。先行研究が提示し
た問題関心のうち、特に慣習調査と実際の立
法との関連という問題に着目し、Escarra 自
身が慣習調査結果をどのように扱っている
のかについて集中的に分析を行った。 
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 驚くべきことに、仏人法律顧問という地位
にありながら、彼自身の主張は十全には立法
には生かされなかった。彼自身は無理に中国
に近代法を押し付けるような態度は採らず、
むしろ慣習擁護とも取れるような立場を表
明していた。また彼自身は『民商事習慣調査
報告録』に纏められる慣習調査を縦横無尽に
駆使し、婚約・童養媳・親属内婚姻・孀婦招
夫・未亡人再婚・兼祧・典妻・未成年婚・婚
礼・離婚といった諸慣習について分析を行い、
他方で国民政府の諸立法の急進性を問題と
し、これらを解決するために旧来からの解釈
例を緩衝材とした法と現状の緩やかな融合
の可能性を提示していた。 
 彼が諸慣習について展開する分析は、時に
現在の研究水準から見ても鋭い考察を含み、
またそのこと自体、研究史の再構成を迫る内
容を含むものであり、各分野に対して好個の
素材を提供するものといえる。また親等につ
いて刑事法との関連を強く意識しているこ
とも特徴的である。刑事法については清朝末
期の大清新刑律（宣統 2（1910）年、日本人
顧問岡田朝太郎が起草）が民国に至って暫行
新刑律、さらに修正刑法草案として練り上げ
られ、第二次修正案（1919 年）を経て 1928
年の中華民国刑法、さらには 1935 年の改正
刑法へと展開してゆく流れが明らかにされ
ている。これについても立法担当者の議論を
詳細に窺えるような史料が十全には存在し
ないが、残された史料から民・刑事の関係を
問う道筋がすでに当事者によって示されて
いたこととなる。 
 これ以外にも当時の日本の立法状況等に
も言及がなされており、そのこと自体日本法
制史学へも議論を提供するものであり、中華
民国時期の法制研究が豊かな可能性を持つ
ものであることを示すものといえる。 
 
(4)その他 
 研究遂行中に気がついた諸問題について
以下記しておく。 
 最大の問題はやはり研究基盤の整備であ
る。中国近代法史研究に必要な基本史料につ
いて、それらを国内主要図書館において一通
り揃えるためには、今後とも継続的な努力が
必要であろう。また、海外からの文献の取り
寄せについて、特に欧州地区、ならびに台湾
地区との一層の交流拡大が望まれる。これら
地域との文献サービスにおける交流が拡大
することが、今後の研究水準のさらなる向上
には是非とも必要である。このためのシステ
ム整備が一層進められなければならない。 
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